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○松本市幼児同乗用電動アシスト付自転車普及促進事業補助金交付要綱 

令和５年３月３０日 

告示第１３８号 

改正 令和６年２月５日告示第２７号 

改正 令和７年５月１３日告示第３７０号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、子育てに要する費用の負担軽減及び環境負荷を考慮した

自転車の日常生活における利用促進を図るため、幼児同乗用電動アシスト付自

転車の購入に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについ

て、松本市補助金交付規則（昭和３７年規則第１６号）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

（１） 幼児同乗用電動アシスト付自転車 一般社団法人自転車協会又は一般

財団法人製品安全協会が定める幼児２人同乗基準に適合した電動アシス

ト付自転車をいう。 

（２） 幼児用座席 幼児同乗用電動アシスト付自転車に設置する座席であっ

て、あらかじめ取り付けられているもの又は当該幼児同乗用電動アシス

ト付自転車の製造メーカーが発行するカタログ等で指定されているもの

をいう。 

（３） 事業協力自転車店 自転車安全整備士がいる市内の自転車販売店で、

松本市幼児同乗用電動アシスト付自転車普及促進事業に協力する自転車

店として市に登録をしたものをいう。 

（４） 自転車損害賠償保険等 自転車の運転により生じた他人の生命又は身

体の損害を賠償するための保険又は共済をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、次に掲げる要件を全て満た

すものとする。 

（１） 市内に住所を有していること。 

（２） 市税を滞納していないこと。 
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（３） 補助金の交付申請時において、小学校就学の始期に達するまでの者１

人以上が同一世帯に属していること。 

（４） 自転車損害賠償保険等に加入していること。 

（５） 事業協力自転車店から安全利用に係る証明書（様式第１号）の交付を

受け、かつ、市が作成した交通安全研修動画を視聴していること。 

（６） 市が行う幼児同乗用電動アシスト付自転車の利用に係るアンケート調

査に協力できること。 

（補助対象経費等） 

第４条 補助対象経費等は、次のとおりとする。 

補助対象経費 補助率等 

幼児同乗用電動アシスト付自転車及び幼

児用座席（幼児同乗用電動アシスト付自

転車と同時に申請する場合に限る。以下

「幼児同乗用電動アシスト付自転車等」

という。）の購入（分割払で購入するも

のを除く。）に要する経費。ただし、中

古品又は転売品の購入に要する経費を除

く。 

補助対象経費の３分の１以内。ただ

し、３万円を限度とする。 

２ 前項の規定により算出した補助金の額に１，０００円未満の端数が生じた

場合は、これを切り捨てるものとする。 

３ 補助金の対象となる幼児同乗用電動アシスト付自転車等は、令和５年４月

１日以降に事業協力自転車店で購入したものとし、１世帯につき幼児同乗用電

動アシスト付自転車は１台まで、幼児用座席は２個までを対象とする。 

（交付申請及び実績報告） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、幼

児同乗用電動アシスト付自転車等を購入し、納品後３０日を経過する日又は納

品を受けた年度の３月末日のいずれか早い日までに、松本市幼児同乗用電動ア

シスト付自転車普及促進事業補助金交付申請書（実績報告書）（様式第２号）

に、次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

（１） 事業協力自転車店が発行する安全利用に係る証明書（様式第１号） 

（２） 領収書等の写し（申請者の氏名、購入日、販売店名、販売店所在地、
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購入品目及び購入金額が明記されているもの） 

（３） 製造メーカー保証書の写し 

（４） 自転車防犯登録カードの写し 

（５） 自転車損害賠償保険等の加入が確認できる書類の写し 

（６） その他市長が必要と認めるもの 

（補助金交付決定及び確定通知） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、速やかにその内容を

審査し、松本市幼児同乗用電動アシスト付自転車普及促進事業補助金交付決定

書（確定通知書）（様式第３号）により、申請者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第７条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた申請者は、補助金額が確

定した年度の３月末日までに松本市幼児同乗用電動アシスト付自転車普及促

進事業補助金交付請求書兼口座振込依頼書（様式第４号）を市長に提出し、補

助金の請求をするものとする。 

（譲渡等の禁止） 

第８条 補助金の交付を受けた者（以下「受給者」という。）は、当該補助金

の交付を申請した幼児同乗用電動アシスト付自転車等を補助金交付の日から

２年以内に譲渡し、又は転売してはならない。 

（交付決定の取消等） 

第９条 市長は、虚偽その他不正な手段により補助金の交付決定を受けた者が

あると認める場合又は受給者が前条の規定に違反した場合は、その交付決定を

取り消し、既に補助金を交付しているときは、その補助金の全部又は一部を返

還させることができる。 

（事業協力自転車店の対象事業者） 

第１０条 事業協力自転車店の登録を受けることができる事業者は、次に掲げ

る要件を全て満たすものとする。 

（１） 申請者に対し、幼児同乗用電動アシスト付自転車等を販売すること。 

（２） 申請者に対し、幼児同乗用電動アシスト付自転車等の安全利用につい

て情報提供を行うこと。 

（３） 申請者に対し、安全利用に係る証明書（様式第１号）を発行すること。 

（４） 自転車安全整備士が勤務していること。 
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（事業協力自転車店の登録等） 

第１１条 事業協力自転車店に登録しようとする自転車販売店（以下「申請店」

という。）は、松本市幼児同乗用電動アシスト付自転車普及促進事業協力自転

車店登録申請書（様式第５号）に自転車安全整備士之証の写しを添付して、市

長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、適当

と認めるときは、申請店を事業協力自転車店として登録するとともに、松本市

幼児同乗用電動アシスト付自転車普及促進事業協力自転車店登録通知書（様式

第６号）により、申請店に通知するものとする。 

３ 前項の規定による登録の有効期間は、登録申請をした年度の３月末日まで

とする。 

４ 市長は、第２項の規定による登録をした事業協力自転車店が事業協力自転

車店として不適当であると認めたときは、登録を取り消すことができる。 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

 附 則（令和６年２月５日告示第２７号） 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示による改正前の松本市幼児同乗用電動アシスト付自転車普及促進

事業補助金交付要綱の規定による様式は、当分の間、この告示による改正後

の松本市幼児同乗用電動アシスト付自転車普及促進事業補助金交付要綱の規

定による様式とみなす。 

附 則（令和７年５月１３日告示第３７０号） 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和７年６月３０日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示による改正後の松本市幼児同乗用電動アシスト付自転車普及促進

事業補助金交付要綱（以下「新要綱」という。）の規定は、この告示の施行



5/5 

の日（以下「施行日」という。）以後の申請に係るものから適用し、施行日

前の申請に係るものについては、なお従前の例による。 

３ この告示による改正前の松本市幼児同乗用電動アシスト付自転車普及促進

事業補助金交付要綱の規定による様式は、当分の間、新要綱の規定による様

式とみなす。 


